■子どもの性的虐待の記録の取得・所持に罰則を科すことの論点等の整理
	論点等
	否定的な考え方
	肯定的な考え方

	児童ポルノ法で規制していない行為への規制
児童ポルノ法では規定のない取得・所持側に条例で処罰規定を設けることについて

	○私的領域への規制については慎重であるべきであり、現行法による提供側への取締りを強化することで、記録物の拡散防止は十分である。
○定義を明確化したうえで取得・所持を禁止することは子どもの保護の観点から有効ではあるが、罰則化すれば、罰則化によって得られる利益より犯罪化に伴う弊害の方が大きい。

○取得・所持を犯罪化することにより、記録物の流通防止に確実な効果があるという証左はない。

○刑罰に頼るより、子どものわいせつ画像は子どもの人権への重大な侵害であるという意識を根付かせるような教育・啓発に努めるべき。
	○児童ポルノ法施行後10年余経過しているが、児童ポルノ法関連で被害にあう子どもの数が増加しており、子どもの保護という観点からは十分な対策が行われているとは言えない。
○罰則が伴わない禁止規定では、実効性の確保をはかることが困難であり、罰則化が必要。

○提供行為のみならず取得・所持者に犯罪の認識を持たせることで、より子どもの保護に資する。
○平成22年7月より国の児童ポルノ排除総合対策に基づく取締り強化やブロッキング対策に加え、全国的な啓発活動が展開されている。

	立法事実の整理

大阪府独自の「地方の実情」について
	○条例による規制を行うほど、大阪において「子どもの性的虐待の記録」の氾濫が顕著には見受けられない。
　
	○児童ポルノ法関連での被害児童数、検挙件数はともに増加傾向にある。

○被写体となる子どもの権利保護が優越するという考え方から、府民の権利が一定制約を受けることもやむなし。

○府内で海賊版アダルトDVDを販売する店舗の経営者が検挙された際、押収物のなかに児童ポルノDVDが含まれていた店があり、「子どもの性的虐待の記録」に該当する記録物についても取扱っていることが推測される。

	子どもへの罰則について

子どもを処罰の対象とすることについて
	○子どもは保護・育成の対象であることから、罰則を科すべきではない。
	○取得・所持の罰則化を検討した上で子どもへの対応についても検討


規制強化の手法の検討【１．廃棄命令】
	論点等
	否定的な考え方
	肯定的な考え方

	１．廃棄命令権の検討

　知事への廃棄命令権の付与について
	○府民の権利への制約は最低限にとどめるべきであり、取得・所持行為について禁止規定を設けるだけで、子どもの保護は図られる。

○行政職員が、捜査当局からの情報をもとに廃棄命令を行うことにより、結果的に捜査権の拡大につながるおそれがある。


	○記録物が存在し続けることは、被写体の子どもにとって精神的苦痛の持続を意味しており、廃棄命令することで、記録物の拡散を防止し子どもを守ることができる。
○命令権を知事に限定することや、対象範囲の設定、聴聞手続き、実効性を確保することにより、捜査権濫用の懸念は解消される。

	１－２．取得・所持について


　処罰対象行為を「取得」にするか「所持」にするかで

立法趣旨の説明に若干の相違が生じる。

「取得」：今後の流通を減少させて二次被害の減少を図る

「所持」：既に拡散し、生じている二次被害の解消を図る
	＜取得に限定して処罰化＞

○一義的な保護法益は、被写体となる子どもの権利保護であるため、既に拡散し、被害にあった子どもが特定できない記録物まで処罰対象に含める必要はない。
○所持を含めると、条例施行前に取得した記録物についても処罰対象になるため、行き過ぎた規制となり、捜査権拡大につながるおそれがある。
○一方的に送りつけられるダイレクトメール等、意図しない所持との区別が困難であり、冤罪を生む懸念がある。
	＜所持も含めて処罰化＞

○記録物が拡散していることで、当該子どもの二次被害は継続しており、所持行為についても処罰化が必要。
○所持を処罰化することで、子ども一般の権利を保護することができる。

	１－３．廃棄命令の対象範囲の検討

　

	○性的虐待が明確な記録物についてのみ廃棄命令を行うべきであり、第１号の刑法違反に限定すべき。


	○需要側への抑制効果も期待して、広く全体を対象とすべき。ただし、第６号・７号については、定義があいまいであるため、定義を明確化したうえで対象とすべき。

	１－４．廃棄命令の対象年齢による区分

被写体となった子どもの年齢により廃棄命令できる区分を設けるべきか。
	＜区分を設けるべきではない＞

○青少年健全育成条例では、青少年を１８歳未満の者と規定している。

○年齢によって、被害の程度に差が生じるわけではなく、子どもの権利保護
のため18歳未満を対象とするべき。
	＜区分を設けるべき＞

○私的領域の行為に行政法上の不利益処分を与えることは、最低限の範囲にとどめるべきであり、例えば、成長への悪影響が大きいと懸念される第２次成長期を迎える前の１３歳未満に限定する等の区分を設けるべき。

	１－５．廃棄命令の対象者に関する情報について

　○情報の入手先の検討

　○入手する情報の検討　　　
	○個人情報保護の観点から、情報の入手先を限定すべきであり、捜査当局や被害にあった子どもを保護する福祉所管部等に限定すべき。

○入手する情報については、氏名と住所に限定すべき。
	○府民への通報の協力依頼等を行い、広く情報を収集することにより、条例の周知を徹底することができる。

	１－６．廃棄命令の実効性の確保

　○廃棄命令違反に対する罰則規定について　　

　○知事職員への立入調査の権限の付与について
　○廃棄の方法について

	○廃棄命令権の付与のみに限定し、命令違反者への罰則は必要ない。

○立入調査は私的領域への調査となり、府民への不当な権利侵害になるおそれがあるため、付与すべきではない。また、行政職員が立入調査の際に違反物を明確に判定できるのか疑問が残る。

○電磁的記録の廃棄方法について明確にしておくべき。（ハードディスクに記録されたものにはパソコン用消去専用ソフトで対応　等）
	○廃棄命令の実効性の確保から、命令違反者への罰則規定は必要。

○廃棄命令を行う際には、当然、私的領域に踏み込むことが必要であり、命令を行う際の根拠として、立入調査の権限は必要。

　　ただし、警察の捜査過程で取得・所持者が明確な場合や被害にあった子ども等からの申出による場合等の条件付けが必要。


	１－７．行政権の行使に当たっての弁明の機会の付与

　

	○廃棄命令することにより、行政法上の不利益処分を与えることになるため、大阪府行政手続条例による「聴聞」手続きとすべき。

	○「聴聞」手続きまでは必要ではなく、「弁明の機会の付与」で十分である。


規制強化の手法の検討【２．直罰規定】
	論点等
	否定的な考え方
	肯定的な考え方

	２．直罰規定について
	○府民への権利の制約については最低限にとどめるべきであり、廃棄命令処分を行うことで、子どもの保護の目的を果たすことは可能であり、直罰規定を設けるべきではない。

○直罰を設けることで記録物が減少するという明確な証左はない。
	○子どもの保護の観点から、廃棄命令処分のみでは不十分なため、被写体となる子どもにとって特に悪影響を及ぼすおそれのある記録物については、直罰規定も設けるべき。

○被害にあった子どもが現実に存在する限りは、実効性を担保する意味でも廃棄命令より踏み込んだ対策が必要。

	２－２．取得・所持について


　処罰対象行為を「取得」にするか「所持」にするかで

立法趣旨の説明に若干の相違が生じる。

「取得」：今後の流通を減少させて二次被害の減少を図る

「所持」：既に拡散し、生じている二次被害の解消を図る
	＜取得に限定して処罰化＞

○一義的な保護法益は、被写体となる子どもの権利保護であるため、既に拡散し、被害にあった子どもが特定できない記録物まで処罰対象に含める必要はない。
○所持を含めると、条例施行前に取得した記録物についても処罰対象になるため、行き過ぎた規制となり、捜査権拡大につながるおそれがある。
○一方的に送りつけられるダイレクトメール等、意図しない所持との区別が困難であり、冤罪を生む懸念がある。
	＜所持も含めて処罰化＞

○記録物が拡散していることで、当該子どもの二次被害は継続しており、所持行為についても処罰化が必要。
○所持を処罰化することで、子ども一般の権利を保護することができる。

	２－３．有償取得・無償取得について
・「有償取得又はその約束をして」のみに限定して処罰対象とするか、無償も含めて取得一般を処罰対象とするか


	＜「有償取得又はその約束をして」に限定して処罰化＞

○取得の意思を明確に確認でき、意図しない所持に係る冤罪の問題が解消される。


	＜無償取得も含めて処罰化＞

○愛好者の間で流通の主要形態である無償交換についても処罰化することで記録物の拡散を防止。
○ウイルスによるＰＣ遠隔操作等による取得に対する懸念については、反復的に取得する場合の条件を加えることでほぼ解消できる。

	２－４．処罰行為の対象年齢による区分
被写体となった子どもの年齢により処罰の区分を設けるべきか。
	＜区分を設けるべきではない＞

○青少年健全育成条例では、青少年を１８歳未満の者と規定している。

○年齢によって、被害の程度に差が生じるわけではなく、子どもの権利保護
のため18歳未満を対象とするべき。
	＜区分を設けるべき＞

○私的領域の行為に処罰規定を設けることは、最低限の範囲にとどめるべきで

あり、例えば、成長への悪影響が大きいと懸念される第２次成長期を迎える前の１３歳未満に限定する等の区分を設けるべき。
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